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  施設概要 

 

施   設   名 大阪市立此花作業指導所 

所 在 地 大阪市此花区四貫島２丁目２６番１７号 

施 設 規 模 
鉄筋コンクリート造２階建ての１階部分 

６３６．７１㎡ 

主 な 施 設 

訓練・作業室（１・２） 

食堂兼集会室、厨房、更衣室、 

医務室、相談室、 

多目的室兼会議室、事務室他 

 

 

  指定管理者 

 

団   体   名 社会福祉法人 大阪市障害者福祉・スポーツ協会 

主たる事務所の所在地 
大阪市天王寺区東高津町 12 番 10 号 

大阪市立社会福祉センター内 

代   表   者 理 事 長 石田 易司 

指   定   期   間 令和３年４月１日～令和８年３月３１日 

報 告 対 象 期 間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

担 当 者 西山 浩司 

連 絡 先 

社会福祉法人 大阪市障害者福祉・スポーツ協会 

大阪市立此花作業指導所 

☎ ０６－６４６３－３６６９ 
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１ 指定管理業務の実施状況 

(1) 管理運営方針 

当施設の管理運営に関しては、大阪市立障がい者就労支援施設の指定管理者として、『大阪

市障がい者支援計画』の指針に基づき、「障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスの

事業等の人員、設備及び運営に関する基準」に定める内容のほか関係法令等を遵守し、利用者

が自立した日常生活・社会生活を営むことができるよう、生産活動その他の活動の機会を通じ

て、必要な支援その他の便宜を適切かつ効果的に行うこととしています。 

障がい者の平等利用、施設設置の目的を果たすための事業展開や施設の効用の最大限発揮、

経費縮減、個人情報保護法の遵守、環境に配慮した運営管理を行います。そして、可能な限り

住み慣れた地域での生活を実現し、「そのひとらしく豊かで自立した生活」を過ごせるよう、

「主体性の尊重」「権利擁護」「地域生活の推進」を基本方針として、利用者のニーズ、障がい

状況、能力などに応じた、現実的かつ適切な個別支援プログラムを策定し、協会内事業所をは

じめ、他の関連機関と連携し、開設以来の「企業就労移行への支援」や「福祉的就労の場への

移行支援」に努め、就業生活に向けた支援を積極的に行います。 

また、市町村、他の指定障がい福祉サービス事業所、指定相談支援事業所、指定障がい者支

援施設、その他福祉サービス又は保健医療サービスを提供する機関、労働・福祉・教育などの

各関係機関、地域社会及び資源との密接な連携を図ります。 

 

(2) 職員配置状況 

当協会においては、社会福祉主事任用資格者を基本とし、さらに専門性の高い福祉サービス

の提供のために社会福祉士・介護福祉士などの社会福祉関係の資格を有する者を採用していま

す。当施設では、「障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及

び運営に関する基準」に基づく資格要件を満たす人員を配置しています。 

職員の配置については、国の指定基準を遵守し、就労支援の目的と機能を重視した配置をし

ました。 

[就労移行支援] 

職種 配置人員数 必要な人員数 

サービス管理責任者 １名 １名 

職業指導員 １．０名 
１．２名 

生活支援員 ０．６名 

就労支援員 １．０名 １．０名 

 

[就労継続支援Ｂ型] 

職種 配置人員数 必要な人員数 

サービス管理責任者 １名 １名 

職業指導員 ５．８名 

５．８名 生活支援員 ２．４名 

目標工賃達成指導員 １．０名 

 

〔別紙-1 大阪市立此花作業指導所組織図・業務分担〕 
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(3) 維持管理に係る事項 

大阪市立此花作業指導所管理運営業務基本協定書（以下、「基本協定書」という。）第 3条（1）

（2）項に関する維持保全などについて次のとおり点検を実施しました。 

ア 定期点検 

・自主点検（建築物・設備総合）   〔別紙-２ 自主点検（建築物･設備総合）〕 

点検実施日 点検実施者 点検結果 備考 

5 月 30 日 管理者 別紙参照  

3 月 20 日 管理者 別紙参照  

 

・自動ドア設備   〔別紙-３ 自動ドア設備点検〕 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

4 月・7月 

10 月・1 月 
ナブコドア株式会社 別紙参照  

 

・エアコン設備   〔別紙-4 エアコン設備点検〕 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

6 月・9月 

12 月・3 月 
平和興業株式会社 別紙参照  

 

・消防設備   〔別紙-5 消防設備点検〕 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

4 月・10 月 ＡＢＣ防災株式会社 別紙参照  

 

・建築物法定点検   〔別紙-6 建築物法定点検〕 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

令和 4年 3月 平和興業株式会社 別紙参照 
３年に１回 

  

 

・建築設備法定点検   〔別紙-7 建築設備法定点検〕 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

令和 5年 3月 平和興業株式会社 別紙参照  

 

・電気設備   〔別紙-8 電気設備点検〕 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

令和 4年 10 月 

実施済 

(財)関西電気保安協会 

大阪西調査センター 
別紙参照 

４年に１回 

 

 

・ガス設備   〔別紙-9 ガス設備法定点検〕 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

令和 5年 2月 

実施済 
大阪ガス株式会社 別紙参照  

・害虫駆除   〔別紙-10 害虫駆除〕 



 

3 

 

点検実施日 点検実施業者 点検結果 備考 

毎月１回 株式会社 ダストン 別紙参照  

 

イ 危機管理 

 

(ｱ) 事故防止等安全対策 

① 施設総合賠償責任保険、傷害保険、行事保険への加入。 

② 基本協定書による各種設備の定期点検の徹底実施。 

③ 「ヒヤリハット及び事故報告書」による職員間の情報共有と分析及び防止策の検討。 

      〔別紙-11 ひやりはっと及び事故報告書〕 

④ 利用者の不測の事態に備えるためのＡＥＤ設置。 

⑤ 施設の利用ルールを利用者自らが解決する機会（ミーティング）の設定。 

⑥ 「大量調理施設衛生管理マニュアル」及び委託業者（株式会社レパスト）の「衛生管

理マニュアル」に基づく安全・衛生を心がけた給食の提供。 

  〔別紙-12 衛生管理マニュアル・献立表・検食簿〕 
 

(ｲ) 災害等緊急時の対応 

自然災害等の発生時においての取り扱いは次のとおりとし、利用者の安全を第一とし、

最善を尽くす対応をとりました。 

・非常時緊急連絡網の作成   〔別紙-13 非常時緊急連絡網〕 

・消防計画（火災・地震・東南海沖地震）の作成 〔別紙-14 消防計画〕 

・消防避難訓練計画の作成（自衛消防組織表に基づく役割分担） 

         〔別紙-15 消防避難訓練計画書〕 

・此花作業指導所防災マニュアルの作成   〔別紙-16 防災マニュアル〕 

・警報等による臨時作業休みの取り扱いについての文書による周知 

   〔別紙-17 警報等による臨時作業休みの取り扱い〕 

(ｳ) 事故発生時の対応 

施設内での事故発生時の取り扱いは、緊急・医療的なものは、嘱託医、協力医療機関

（社会福祉法人大阪暁明館病院）とし、協力医療体制を整えています。軽微な外科的な

ものについては消毒等の処置を行いました。また、救急対応（119 対応）については、

職員が救急車に添乗するよう努めています。 

なお、重大な事故などの報告は、家族・大阪市・法人本部に行う体制を整えています。 

 

(ｴ) 食中毒・感染症への対応 

厚生労働省通知「社会福祉施設等における感染症等発生時にかかる報告について」

（H17.2.22）に基づき大阪市保健所等に報告します。 

なお、食中毒時の緊急給食提供については、外部委託会社が給食会社と契約を結んで

不測の事態に備えています。 

新型コロナウィルスの流行、感染拡大にともない、所内においての感染防止対策を講

じマニュアルを作成し職員・利用者・ご家族・支援者に周知の徹底を行い、感染防止に

努めています。 

〔別紙-18①感染症発生時にかかる報告書、②新型コロナウィルス感染症対策マニュアル（案）〕 
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(ｵ) 夜間の警備等 

職員不在時の適正管理を行うため、セコム株式会社に委託しています。また、不測の

事態に対応するため、日頃より緊急連絡体制を整えています。 

 

 

(4) 関係機関との連携状況 

ア 他施設との連携、地域との連携、市民・ＮＰＯとの協働 等 

① 此花区役所、此花区社会福祉協議会及び各種団体との連携 

連携先 内容 

此花区保健福祉センター 利用者支援における連携 

健康管理講習会 

此花区地域自立支援協議会 メンバーの一員 

定例会、主催研修会 

作業所連絡会 此花区にある障がい児者福祉サービス事業所、区

社会福祉協議会の集まり 

イベントへの共同参加、情報交換 

社会福祉施設連絡協議会  定例会、団体主催のイベントに参加 

四貫島地域活動協議会 関係会議への参加 行事への参加 

此花区社会福祉協議会 定例会、主催研修会・施設見学会への参加 

② 地域施設との連携 

・合築施設「子ども・子育てプラザ」及び隣接施設就労継続支援（Ｂ型）「はばたく」、

此花区作業所連絡会からの当施設事業への参加 

・消防合同避難訓練の実施（新型コロナウィルス感染防止のため自主訓練として実施） 

③ 地域との連携 

・地域清掃の実施 

・四貫島地域活動協議会行事に参加 

 

イ 実習・研修の受け入れ 

・支援学校生、在宅の障がい者 

・大学生、専門学校生、一般校生、関係機関職員研修 

令和４年度は、下記のとおり、合計 30 人を受け入れました。 

実施月日 所属先と人数 延人数 

4 月 8、12、14、20、25～

27 日 

当所 OB（就職→退職）1名 8 

5 月 30 日～6月 3日 難波支援学校 1 名 5 

6 月 6 日～6 月 10 日 難波支援学校 2 名 10 

12 月 6 日 難波支援学校 1 名 1 

12 月 21 日～28 日 他 B型事業所 1 名 6 
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２ 利用状況 

利用を希望する方々に対して、障がいの度合いやニーズに応じた受け入れ体制の整備を行い、

大阪市各区の相談支援センターや就業・生活支援センターと連携を図り、長期に渡り在宅して

いた人や精神障がい（高次脳機能障がい）、企業から離職したの人の受け入れを積極的に行いま

した。 

(1) 令和４年度 月別利用状況 

年月 開所日数 利用人数 延利用人数 

就労移行 就労継続 就労移行 就労継続 

R4 年 4 月 20 3 48 59 666 

R4 年 5 月 19 3 47 57 628 

R4 年 6 月 22 3 46 65 755 

R4 年 7 月 20 3 46 59 678 

R4 年 8 月 22 3 45 60 640 

R4 年 9 月 20 3 45 57 642 

R4 年 10 月 20 3 46 59 659 

R4 年 11 月 20 3 45 57 628 

R4 年 12 月 20 3 45 56 623 

R5 年 1 月 19 3 45 50 630 

R5 年 2 月 19 3 44 53 642 

R5 年 3 月 22 3 45 65 742 

計 243 

 

36 547 697 7,934 

 

(2) 令和４年度 退所後進路状況 

区分 就業 
家庭復帰・在

宅 
他の施設 病気 その他 合計(人) 

男 0 0 2 0 0 2 

女 0 1 3 0 1 5 

計 0 1 5 0 1 7 

   ※その他 1名は住宅型有料老人ホームへ入居 
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(3) 令和 5年 3月 31 日現在の利用状況 

ア 利用者定員 

① 就労移行支援        ６名     

②  就労継続支援Ｂ型  ３４名   

 

イ 利用契約者 

① 就労移行支援  ３名〔年間延利用人員 697 人/243 日（平均 2.9 人）〕 

〔障がいの状況（R5.3.31 現在）〕 

※重複障がいを含む（なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（〔重複障がい者の状況（R5.3.31 現在）〕 

身体･知的 身体･精神 知的･精神 身体･発達 知的･発達 精神･発達 計（人） 

0 0 0 0 0 0 0 

 

② 就労継続支援Ｂ型  ４５名〔年間延利用人員 7,934 人/243 日（平均 32.7 人）〕 

〔障がいの状況（R5.3.31 現在）〕 

※重複障がいを含む（身体・知的 3 知的・精神 3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔重複障がい者の状況（R5.3.31 現在）〕  

身体･知的 身体･精神 知的･精神 身体･発達 知的･発達 精神･発達 計（人） 

3 0 3 0 0 0 6 

〔別紙-19 個別支援計画にかかる資料〕 

性

別 

療育手帳 身障手帳 精神手帳 発

達

障

が

い 

計 
Ａ B1 B2 計 

1 

級 

2 

級 

3

級 

4

級 

5

級 

6

級 
計 

1

級 

2

級 

3

級 
計 

男 1 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

女 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

計 1 2 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 

性

別 

療育手帳 身障手帳 精神手帳 発

達

障

が

い 

計 
Ａ B1 B2 計 

1 

級 

2 

級 

3

級 

4

級 

5

級 

6

級 
計 

1

級 

2

級 

3

級 
計 

男 16 14 1 31 1 1 1 0 0 0 3 0 5 1 6 0 40 

女 2 5 0 7 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 4 0 11 

計 18 19 1 38 1 1 1 0 0 0 3 1 6 3 10 0 51 



 

7 

 

３ 実施事業・自主事業 

就労移行支援の利用者について令和4年4月より期限満了により1名が当所B型への移行し、

３名となりました。更なる利用者確保に向け、区役所、相談支援事業所、西部就業・生活支援

センターなど関係機関への働きかけを積極的に行いましたが、以降は利用者を確保する事が出

来ませんでした。就労移行支援の実施に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるよう、当該利用者に対して、期間を定め、生産活動その他の活動を通じて、

就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、その他の便宜を適切かつ効果的に行い

ました。なお、就労移行にとって有効な施設外就労について、平成 22 年度からは積極的に取

り組みましたが企業側の業務量の減少により継続が困難になり平成 31 年 3月末で終了しまし

たが、企業側とは取引を継続しており受注作業や除草作業を行いました。 

就労継続支援Ｂ型の実施に当たっては、利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう就労の機会を提供するとともに、生産活動、施設外支援、その他の活動の機会を

通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の便宜を適切かつ効果的に行いま

した。 

両事業の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、利用者の所在する市町村、他の障

がい福祉サービス事業者、相談支援事業者、就業・生活支援センター、障がい者支援施設その

他福祉サービス又は保健福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めました。可能な限り

住み慣れた地域での生活を実現するため、訪問系サービス事業者及び居住系事業者などの関係

機関と連携し、グループホーム等の見学を行い地域の情報提供と生活支援を行いました。 

令和４年度に実施した重点項目と成果は、次のとおりです。 

1) 円滑な入退所による平等利用の促進 

2) 生活系サービス情報の提供と支援 

3) 多様な障がいのある方、長年在宅にいた方の施設利用の促進 

4）新型コロナウィルスの影響による在宅利用者への支援 

5）利用者にとって有意義な生産活動における作業の確保、労働の創出。 

残念ながら企業就労に結びついた方は、おりませんでした。 

また、地域との連携を強めるため、地域清掃等のボランティア活動及び地域の諸行事へ利用

者自らが積極的に参加し、住民に対して障がい者への理解と啓発に努めました。地域ボランテ

ィアや各支援学校、企業の職員を対象とした実習の受け入れ、施設提供を行いました。さらに、。

作業面では様々な作業を提供し、収益力の向上のため生産体制を強化し、利用者により高い工

賃が支給できるように努めました。 

(1) 就労移行支援 

一般就労及び福祉的就労に向けて、利用期間を定め、個々のニーズを反映した個別支援

計画に沿って移行支援を行いました。 

作業場面において、本人が主体性をもって積極的に作業に取り組める工夫を行うととも

に、本人の適性を把握した上でハローワークなど関係機関と連携して求人紹介を受けるな

ど活動を行いました。ステップアップとして能力開発施設の見学や体験実習への参加を促

し、A型事業所の見学、実習を行いました。また、職場定着のためアフターケアなどのフ

ォローアップを定期的に行いました。 

一方、就労支援員については、就労移行支援にかかる支援業務を専属として行うととも

に、就労関係の研修に参加し、情報収集・情報交換・連携に努めました。 
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≪内容≫ 

① 職業安定所を通じ求職情報（企業・A型等）を収集し、ステップアップの場の

開拓を行いました。 

② 求人情報誌（地域版）の活用により、当所独自の作業や職場開拓を行いました。 

③ 既就職者の職場訪問・家庭訪問も必要に応じて積極的に行い、職場定着できる

よう継続的援助指導を行いました。 

④ 就労支援として、企業や各関係機関と提携し、施設外作業体験を実施し、企業

就労への動機付けを行いました。 

 

(2) 就労継続支援Ｂ型 

個々のニーズを反映した個別支援計画に沿って就労継続支援を行いました。作業場面に

おいては、本人が主体性をもって、積極的に作業に取り組める工夫を行いました。生活場

面においては、訪問系サービス事業者・居住系サービス事業者などの関係機関と連携して

可能な限り、住み慣れた地域での生活を実現する工夫を行いました。 

就労支援については、「就労継続支援」という名称にとらわれず、定期的にモニタリン

グを行い、本人が主体性をもって就労に必要な能力を向上させることができるよう支援を

行い、就労意欲の高まった利用者には就労移行支援でのチャレンジをすすめました。 

職場体験を目的とした企業実習、施設外での支援にも積極的に取り組みました。 

  ≪内容≫ 

① 職業安定所を通じ求職情報（企業・A型等）を収集し、ステップアップの場の

開拓を行いました。 

② 求人情報誌（地域版）の活用により、当所独自の作業や職場開拓を行いました。 

③ 既就職者の職場訪問・家庭訪問も必要に応じて積極的に行い、職場定着できる

よう継続的援助指導を行いました。 

④ 就労支援として、企業や各関係機関と提携し、施設外作業体験を実施し、企業

就労への動機付けを行いました。               

   

 (3) 作業支援 

平成 18 年度からの継続事業として、此花作業指導所、ワークセンター千里（旧千里作

業指導所）、長居障がい者スポーツセンター及び舞洲障がい者スポーツセンターが連携し、

両スポーツセンターの定期清掃業務の一部を、更に令和３年度からアミティ舞洲での日常

清掃を実施しマニュアル化に努め、一般社団法人エルチャレンジ福祉事業振興機構での工

賃向上プロジェクトにワークセンター粉浜が受託する大阪市ハートフル WEB 事業を通じ 

参加し、府立中・高校 PC清拭作業を行い清掃部門での強化を図りました。自主生産（さ

をり織り）事業の廃止に伴い、時代に即した IT関連業務を導入し職域の拡大、就労前実

習の場の確保ならびに工賃増収の観点から実施しました。 

①施設内での作業 

・IT関連業務（データ編集、調査、入力作業等） 

・金属成形品組立   

・簡易作業（ネジ・釘等・ペットフードの計量・袋詰、キーホルダーパーツ付け、DM

封入・封緘、各種箱の組立、緩衝材裁断、商品梱包等） 
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②施設外での作業 

・大阪市舞洲障がい者スポーツセンター（定期清掃） 

・アミティ舞洲（日常清掃） 

・エルチャレンジ工賃向上プロジェクト（府立中・高校 PC端末清拭作業） 

③職場体験実習        

・なし 
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≪作業工賃≫ 

次のとおり利用者に還元しました。 

 
延人数 年間支払総工賃 

1 ヶ月最高額

（平均） 
1 ヶ月平均額 目標平均額 

就労移行支援 36 名 1,048,577 円 31,019 円 29,127 円 20,000 円 

就労継続支援Ｂ型 474 名 10,959,523 円 30,551 円 23,121 円 22,000 円 

 

(4) 生活支援 

利用者が、可能な限り住み慣れた地域での生活を実現するため、障がい福祉サービス事

業者等と連携して、次の支援を行いました。 

・自立生活実現のための個別支援計画の作成。 

・より自己選択できる力を身につけるため所内行事での企画・立案。 

・毎日の生活やカルチャーサロン、各種の行事等における選択場面の提供。 

・社会体験事業として社会資源の見学や利用（新型コロナの影響で中止）。 

・健康管理に資するための、年 1回の健康診断及び講師を招いて講習会の開催。 

此花区健康福祉センター    「生活習慣病の予防について」 

               「健康的な食生活について」 

               「感染症の予防について」  

     ・訪問看護ステーションの看護師による健康相談（週 1回／木曜日） 

・余暇時間の充実、健康増進を図るため障がい者スポーツセンターの利用、ガイドヘル

パー利用等の情報提供。 

     ・利用者と家族の高齢化等から生じる諸問題に対し相談支援事業所やグループホーム等

の関係機関と連携しての見学や情報提供。 

     ・高齢や障がい、疾病の進行等の理由により単独通所が困難になった利用者に対しての

送迎サービス（無料/対象者 2名）。 

      

行事等（例年実施予定） 

防災訓練、健康診断、給食委員会、健康管理・栄養管理講習会、地域清掃、カルチ

ャーサロン、利用者年末懇親会、社会体験事業、所内音楽会、就職者交流会、ハロ

ーワーク西福祉体験会、区社協等の各種関係団体への参加など（令和 4年度の各行

事については新型コロナウィルス感染防止のため中止や内容変更、時間短縮により

実施しました） 

 

(5) その他 

    ・地域企業との連携、企業訪問。 

    ・区社会福祉施設連絡会、区自立支援協議会、此花区地域活動協議会の会議、研修、交    

流や情報提供。 
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    ・地域住民のボランティア受け入れ。 

    ・市民への情報提供。ホームページの適宜更新。 

    ・支援学校、一般校、他機関、他事業所などの見学、実習受入れ。 

    ・大阪市障害児・者施設連絡会への職員派遣職員派遣。 

    ・経費削減、エコへの取組として受注作業等で排出される段ボールや古紙の売却。 

    ・職員の支援スキルの向上を図るための所内研修「何でも勉強会」の実施。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

12 

 

 

４ 収支決算状況 

収 支 決 算 書（令和４年度 就労移行支援） 

（単位：円） 

 決 算 額 内   訳 備 考 

収入合計（Ａ） 5,182,558   

 

 

項 

 

目 

就労支援事業収入 1,170,397 就労支援収入 1,170 千円   

自立支援費等収入 3,694,147 自立支援給付収入 3,694 千円  

補助事業等収入 0   

委 託 料 収 入 0   

雑 収 入 311,264   

そ の 他 6,750 繰入金 7千円  

支出合計（Ｂ） 13,748,536   

 

 

項 

 

目 

就労支援事業支出 1,231,983 就労支援支出 1,232 千円   

人 件 費 9,816,265 管理者 0.5 名 常勤 2名、非常勤 0.6 名 
 

事 務 費 1,314,532   

事 業 費 1,109,244   

そ の 他 276,512   

固定資産取得支出 0   

収支（Ａ）－（Ｂ） ▲8,565,978 就労事業収支 62 千円  

※ 年度毎に記載すること。 

※ 内訳欄には、積算の根拠となる項目や単価等の明細を記入すること。 

（必要に応じ別紙を添付すること。） 
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                                                〔別紙-20 収支決算書〕 

収 支 決 算 書（令和４年度 就労継続支援Ｂ型） 

（単位：円） 

 決 算 額 内   訳 備 考 

収入合計（Ａ） 76,125,277   

 

 

項 

 

目 

就労支援事業収入 13,238,186 就労支援収入 13,238 千円   

自立支援費等収入 61,780,305 自立支援給付収入 61,780 千円  

補助事業等収入 0   

委 託 料 収 入 0   

雑 収 入 1,068,536 
  

そ の 他 38,250 繰入金 38 千円  

支出合計（Ｂ） 67,706,299   

 

 

項 

 

目 

就労支援事業支出 13,176,530 就労支援支出 13,177 千円   

人 件 費 38,671,116 管理者 0.5 名 常勤 7名 非常勤 2名 
 

事 務 費 6,023,930   

事 業 費 7,259,290   

そ の 他 2,575,433   

固定資産取得支出 0   

収支（Ａ）－（Ｂ） 8,418,978 就労事業収支 ▲62 千円  

※ 年度毎に記載すること。 

※ 内訳欄には、積算の根拠となる項目や単価等の明細を記入すること。 

（必要に応じ別紙を添付すること。）             〔別紙-20 収支決算書〕 
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５ その他 

(1) サービス向上 

ア サービス向上策 

就労支援に関して、職業安定所訪問、就労継続支援 A型事業所の情報収集、見学・実習の促

進、就業・生活支援センターからの情報の提供などを行い就労移行に努めました。 

平成 18 年度より、協会内の大阪市立此花作業指導所、ワークセンター千里、大阪市長居障

がい者スポーツセンター及び大阪市舞洲障がい者スポーツセンターが連携し、両スポーツセン

ターの一部の業務を活用して、職域の拡大、就労前実習の場の確保ならびに工賃増収の観点か

ら実施しています。多様な障がいのある方が充実した作業活動を行うために協会内のワークセ

ンター中授、ワークセンター粉浜、ワークセンター中津、職業指導センター、中津サテライト

オフィス、サテライト・オフィス平野、職業リハビリテーションセンターと、また区内の就労

支援事業所との連携のもと共同相互受注を行い作業種の拡大に努めました。また、当事業所に

おいても積極的な新規開拓を行いました。作業の効率化を図るため、簡易治具の開発や機器の

導入（シールロール固定器、清掃用機器）を行い、業者との納品時の運搬車両のリースを行い

ました。 

生活支援に関しては、此花区保健福祉センターからの講師派遣による健康管理講習会を実施

しました。また希望者には訪問看護ステーションからの看護師派遣による健康相談を実施し、

生活習慣病予防、健康維持に努めました。自己決定力の養成などの観点から、自己選択による

余暇活動（利用者年末懇親会、社会体験事業、所内音楽会、カルチャーサロンなど）を例年実

施していますが新型コロナウィルスの影響により中止となりましたが、可能なものは内容や方

法の変更を行い実施しました。所内で「何でも勉強会」を開催し職員、利用者の家族と共に知

識を深め、支援スキルを高める機会を設けました。今回もコロナ禍においてご家族の方にはオ

ンライン「ZOOM」を利用しての参加をお願いしました。 

利用者ニーズ把握のために、給食委員会、部署別ミーティング、懇談を実施しました。その

他、各業務の作業マニュアルを作成し、手順の統一に努めました。 

 〔別紙-21 各種マニュアル〕 

イ 利用者の満足度の把握について 

福祉サービス利用者の利益を保護し、権利を擁護するために、苦情解決体制（契約書・重要

事項説明書に明記、苦情解決システムの掲示）に取り組みました。 

① 自己点検表に基づいた自己評価 

② ご家族及び利用者懇談による意見交換 

③ なんでも相談箱の設置 

④ 食嗜好調査の実施・給食委員会の開催 

⑤ 自己選択による活動（年末懇親会、カルチャーサロンなど） 

⑥ 大阪市モニタリング調査の実施 

 〔別紙-22 給食嗜好調査〕 

(2) 利用促進 

ア 利用促進策 

① 支援学校、各種専門学校、相談事業施設、職業安定所、グループホーム、他関係機関など

への訪問と関係作り、及び積極的な見学及び実習の積極的な受け入れ 

② 大阪市リハビリテーション協議会及び大阪市立特別支援学校進路指導主事連絡協議会、大
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阪市障害児・者施設連絡協議会との合同による施設合同説明会への参加 

③ 専門学校、一般校への訪問 

④ ホームページによる施設紹介   

⑤ 大阪市障害児・者施設連絡協議会のホームページへの施設紹介掲載 

⑥ 支援学校等に対する施設紹介   〔別紙-23 施設紹介〕 

⑦ 機関紙「まんぼー」の発行   〔別紙-24 「まんぼー」〕 

⑧ 相談支援センター、各地域就労・生活支援センターとの連携 
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イ 見学者の受け入れ 

当施設の見学については、電話等で依頼を受け、見学日を設定して行っています。令和 4年

度は、合計 ４３名 の見学者を受け入れました。 

 

[令和 4年度 見学者受け入れ状況] 

月 回数 参加人数 備考 

４ ２ ４ 
YOU ねっと相談員、訪問看護ステーションさ

くら職員 2名、難波支援学校 2年生母親 

５ １ ８ 
難波支援学校 2 年生 3 名、各保護者 3名、教

諭 2名 

６ １ ４ 就業・生活支援センター（中央）職員 4名 

７ ２ ５ 
大阪市福祉局 3 名、難波支援学校 1 年生 1 名、

保護者 1 名 

８ ３ ７ 

此花区在住者２名、母親 1名、こころ此花相

談員 1名、元気な郷相談員 1 名、梅香小学校

特別支援担当教諭 2名 

９ ０ ０  

１０ ０ ０  

１１ ２ ４ 
こころ粋（住吉区相談支援事業所）相談員 2

名、東淀川支援学校 2 年生 1 名、保護者 1名 

１２ １ ３ 
此花区在住者 1 名、保護者 1 名、葵（此花区

相談支援事業所）相談員 1名 

１ ０ ０  

２ ２ ６ 
此花区在住者２名、保護者２、此花区基幹相

談支援 C 風の輪相談員 1名、母親 1 名 

３ １ ２ 此花区在住者 1 名、GH なな管理者 1 名 

合計 １５ ４３  

 

(3) 管理経費縮減への取り組み状況 

支援費制度移行により常勤換算法が採用されたのを機に、サービス水準確保を図りながら経

費縮減を行うため、臨時職員の配置を行っています。 

また、給食提供については、業務委託により良好なサービス水準の確保を行うとともに、無

洗米の使用等、経費縮減に努めました。 

その他、封筒の使いまわしを行うなど、小さな節約にも取り組みました。 

 2023 年の全館照明 LED 化に向け、作業室、食堂、玄関、廊下等主要部分において変更を行い

ました。 

(4) 利用者から苦情・意見・要望等への対応状況 

利用者とのミーティングの実施及び給食委員会等の開催により、希望等の調整を行った結果、

年度期間中に苦情はありませんでした。 

〔別紙-25 苦情解決制度  ・利用者からの苦情等に係る回答書式〕 
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(5) 研修実績 

人権研修をはじめ、職員全体を対象に、協会として法人職員人権研修を実施するとともに、

当施設においてもそれぞれ研修を実施しています。 

また、大阪市や大阪市社会福祉施設人権活動推進連絡協議会等が実施する研修にも積極的に

参加しています。 

職員の能力向上として、大阪市社会福祉研修・情報センター、大阪市、大阪市障害児（者）

施設連絡協議会、大阪府などが主催する研修会に積極的に参加させ、利用者へ必要なサービス

水準を確保するノウハウの取得を行っています。 

 

 

[令和４年度 研修実績表]  

日  付 内    容 
参加 

人数 

7 月 15 日 業務継続計画（BCP）の作成について（動画） １名 

7 月 24 日～8月 15

日 
「てんかん学基礎講座」（オンデマンド視聴） １名 

10 月 17 日 

「苦情解決」「過剰な要望・要求」への対策 

 ～クレームへの対処の方法やカスタマーハラスメント  

の対応等  

1 名 

10 月 18 日 普通救命救急１（AED（自動除細動器）講習・研修 １名 

12 月 2 日 就ポツフェスタ「配慮があれば はたらける」 1 名 

12 月 8 日 
令和 4 年度大阪府障がい者虐待防止・権利擁護研修（動

画） 
１名 

12 月 14 日～28 日 
～どう支える～ 高次脳機能障がいへの理解と対応（動

画） 
９名 

1 月 13 日 
就労をする上で知っておきたい睡眠薬・抗不安薬も知識 

～不眠・不安障害の対処法～ 
３名 

1 月 26 日 「防災のお話～施設間連携を踏まえて」 １名 

1 月 27 日 もっと知りたいパニック障害、適応障害 1 名 

 2 月 20 日～3 月

15 日 
令和 4年度法人職員（一斉）人権研修（動画）  １２名 

3 月 24 日 

 

所内研修会 第 4回何でも勉強会 

「区基幹相談支援センター、相談支援事業所の業務・役

割、地域での連携について」 

 

１１名 

、利用者

家族 

３名 
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(6) モニタリングの実施状況 

① 大阪市からの施設福祉サービス向上のためのモニタリングアンケートを実施し、「いい

え」及びコメント項目に対しては、事業運営に資するため回答しました。 

  〔別紙-26 大阪市施設モニタリング〕 

 

(7) 個人情報保護への取り組み状況 

大阪市個人情報保護条例及び情報公開条例等を踏まえ、当協会において「個人情報保護規程」、

「個人情報取扱運用細則」を定め、厚生労働省作成の「福祉関係事業者における個人情報の適

正な取扱いのためのガイドライン」等に基づき各種保有情報は原則公開としながらも個人情報

の保護に努めました。 

職員に対しては、職務上知りえた利用者や家族の個人情報については退職後も守秘義務を課

し、個人情報保護に対する意識の徹底を図りました。 

パソコンの使用に当たっては、セキュリティゾーンの設置、ファイアウォールの設定、ウィ

ルス対策ソフトの導入等安全管理措置をとりました。 

また、外部に業務委託をする場合には、契約書に個人情報の取り扱いに関する事項を記載し

個人情報の保護の徹底に努めました。 〔別紙-27 個人情報使用同意書〕 

 

(8) 環境への取り組み状況 

協会全般では、大阪市庁舎内環境保全行動計画（エコオフィス 21）及び「チャレンジ 25」

などに基づく、庁舎内における省エネルギー行動の取り組みに関して、夏季の「冷房温度の適

正設定及びノー上着、ノーネクタイ」の推進を行い、冬季についても暖房の温度の適正設定に

努めました。 

当施設におきましては、「大阪市ごみ減量アクションプラン」や「大阪市一般廃棄物処理基

本計画」を指針として、３Ｒの推進に努め、調理でのスチコン採用、ゴミの分別、再生紙の利

用等を実施しました。とりわけ、ゴミ処理につきましては、今年度も大阪市環境局西北環境事

業センターの協力のもと、ゴミの分別に引き続き取り組みました。特に不要となった紙ベース

の資料は電子化した後、シュレッダー処理を行い処分し処理業者に委託する費用も抑えること

ができました。 

また、敷地内での植栽の保全･花の栽培等緑化推進に努めるほか、水資源の保護・汚濁防止

の観点から無洗米を使用するなど、様々な取り組みを行いました。 



 

 

 

別  紙  索  引 

 

別紙番号 摘      要 備      考 

別紙－  １ 大阪市立此花作業指導所組織図・業務分担  

別紙－  ２ 自主点検（建築物･設備総合）  

別紙－  ３ 自動ドア設備点検 ナブコドア(株) 

別紙－  ４ エアコン設備点検 平和興業（株） 

別紙－  ５ 消防設備点検 ＡＢＣ防災(株) 

別紙－  ６ 建築物法定点検 平和興業(株) 

別紙－  ７ 建築設備法定点検 平和興業(株) 

別紙－  ８ 電気設備点検 (財)関西電気保安協会 

別紙－ ９ ガス設備法定点検 大阪ガス(株) 

別紙－１０ 害虫駆除 （株）ダストン 

別紙－１１ ひやりはっと及び事故報告書  

別紙－１２ 衛生管理マニュアル、献立表、検食簿 （株）レパスト 

別紙－１３ 非常時緊急連絡網  

別紙－１４ 消防計画 此花消防署宛 

別紙－１５ 消防避難訓練計画書  

別紙―１６ 此花作業指導所防災マニュアル  

別紙－１７ 警報等による臨時作業休みの取扱い  

別紙－１８ 感染症発生時にかかる報告書  

別紙－１９ 個別支援計画にかかる資料  

別紙－２０ 収支決算書 内訳   （就労移行・就労継続Ｂ）  

別紙－２１ 各種マニュアルなど  

別紙－２２ 給食嗜好調査  

別紙－２３ 施設紹介  

別紙－２４ 「まんぼー」（此花作業指導所 機関紙）  

別紙－２５ 苦情解決制度・利用者からの苦情等に係る回答  

別紙－２６ 大阪市施設モニタリング  

別紙－２７ 個人情報使用同意書  

 


